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平成２９年度 千葉市の資産経営の推進に関する提言について 

 

 

千葉市資産経営推進委員会は、資産の総合評価、千葉市公共施設等個別施設計画及び 

千葉市資産経営推進委員会における今後の審議事項について、平成２９年度は３回の委員

会を開催し、専門的見地や市民視点から慎重かつ精力的な議論を重ねてまいりました。 

今般、当委員会の意見をとりまとめましたので、下記のとおり提言します。 

市におかれましては、本提言について十分検討され、適切に対応されるよう要望いたし

ます。 

 

記 

 

１ 資産経営の推進について 

   資産経営の推進に関するこれまでの取組みは概ね妥当である。 

   ただし、以下の意見に留意し、検討を進められたい。 

 

 （１）資産経営の取組みや計画について、総合計画や立地適正化計画など庁内の他の計

画と課題、目標、戦略を共有し、庁内で共通の認識に基づいて重点プロジェクトを推

進していくこと。 

 

 （２）資産経営の取組みの積極的な発信について、ワークショップを開催し、具体的な

事例を示していくなど、公共施設マネジメントの必要性を市民や議会に伝えていくと

ともに、ワークショップで集めた意見を資産経営の取組みに反映させること。 

 

 （３）今後の施設維持費用の見通しをあらためて確認するとともに、公共サービス提供

のためのハード所有の是非やその手法などについて、原点に返って幅広く議論して 

いくこと。 



    

２ 資産の総合評価について 

   評価の枠組みや、評価にあたっての視点、見直しの方向性など、資産の総合評価の

全体的な取組内容については、概ね妥当である。 

   ただし、以下の意見については、対応を検討されたい。 

 

（１）データ評価において、同一グループであっても用途・機能が異なっている場合は

相対評価を行わない取扱いとしたことについて、施設の特徴の違いを記載するなど

して理解しやすいようにすること。 

  

（２）運営コストに含まれるのは、修繕費、光熱水費、委託料、人件費、使用料・賃借

料などの施設の維持運営に係る経費であることを明確に記載し、市民や議会に正確

に伝わるようにすること。 

 

（３）環境事業所・公園緑地事務所・土木事務所は、いずれも１つまたは２つの区を  

サービス対象とする出先機関であることから、効率性の向上やコスト削減のため、

サービス対象区ごとにまとめるなどして、集約化や機能統合を推進すること。 

 

 

３ 千葉市公共施設等個別施設計画について 

   「千葉市公共施設等総合管理計画（平成２７年５月）」では、同計画で定めた基本

的な考え方や取組みの方向性に基づき、個別施設ごとの具体の対応方針を定める計画

として「個別施設計画」を策定することとしており、以下の意見に留意し、検討を進

められたい。 

 

（１）学校施設の長寿命化計画など他の部署を中心に策定する計画についても、公共  

建築物の個別施設計画と別扱いにするのではなく、適切に同計画との整合を図り、 

一覧性を持って把握できるよう調整すること。 

 

（２）再配置計画の策定にあたり、学校は地域のコミュニティの中心となる施設であ

ることから、関係する一定の地域における学校の役割も含めて示していくとともに、

個別施設計画との整合を図っていくこと。 


